
生活支援コーディネーターに関する事例
「地域における生活支援サービスのコーディネーターの

育成に関する調査研究事業 報告書」

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-
Roukenkyoku/0000046377.pdf

【厚生労働省のHP＞政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 介護・高齢者福祉
> 地域包括ケアシステム＞５．生活支援サービスの充実と高齢者の社会参加】
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（２）協議体の設置 ⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進

（１）生活支援コーディネーターの配置 ⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート機能を担い、
一体的な活動を推進。コーディネート機能は、以下のＡ～Ｃの機能があるが、当面ＡとＢの機能を中心に充実。

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の中学校区域があり、平成26、27年度は第１層、平成29年度ま
での間に第２層の充実を目指す。
① 第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心
② 第２層 小中学校区域で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開

※ コーディネート機能には、第３層として、個々の生活支援サービスの事業主体で、利用者と提供者をマッチングする機能が
あるが、これは本事業の対象外

生活支援・介護予防の基盤整備におけるコーディネーター・協議体の役割

○全国のNPO等の民間団体とも協働し、 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）や協議体を活用した基盤整備の方向性を検討中。

（Ａ）資 源 開 発 （Ｂ）ネットワーク構築 （Ｃ）ニーズと取組のマッチング

生
活
支
援
・
介
護
予
防
の
基
盤
整
備
に
向
け
た
取
組

○ 地域に不足するサービスの創出
○ サービスの担い手の養成
○ 元気な高齢者などが担い手として活動す
る場の確保 など

○ 関係者間の情報共有
○ サービス提供主体間の連携の体制づくり
など

○ 地域の支援ニーズとサービス提供主体の
活動をマッチング

○ サービス提供主体の活動ニーズと活用可
能な地域資源をマッチング など

民間企業 ボランティアＮＰＯ 協同組合 社会福祉法人

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例

※１ これらの取組については、平成２６年度予算案においても先行的に取り組めるよう５億円を計上。
※２ コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用でき

る仕組みとする予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要
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ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ組織の主な活動ｴﾘｱ 三重県伊賀市 栃木県高根沢町

地域
類型

人口 約10万人 約3万人

高齢化率（65歳以上） 27.50% 19.60%

高齢化率（75歳以上） 14.90% 10.60%

地域ﾆｰ
ｽﾞの把

握

主体 社会福祉士（市社協職員） －（※具体的な活動は今後進められる予定）

仕組み
●地区ごとに社会福祉士を配置し、ｱｳﾄﾘｰﾁの手法で住民

ﾆｰｽﾞを把握
－（※）

地域
資源の
開発

主体 地域住民（住民自治協議会） －（※）

仕組み

●住民参加の住民自治協議会（条例で設置を規定）により、
主体的な活動を支援

●市内の2地域において、住民主体でNPO団体が立ち上げ
（ゆいの会、ささゆり）

●一つの地域課題を出発点に段階的に活動が展開
（移動⇒居場所づくり）

－（※）

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（協議
体）の
拡大

主体 市社協 NPO法人ｸﾞﾙｰﾌﾟたすけあいｴﾌﾟﾛﾝ

仕組み
●発見した個別課題を上層の地区会議やﾈｯﾄﾜｰｸ会議につ

なぎ、多様な主体の連携を促進

●高根沢町在宅福祉ﾈｯﾄを立ち上げ、5つの機能（情
報・調整・開発・教育・権利擁護）を位置づけ

●積極的なｾﾐﾅｰや勉強会等の開催による連携の仕
組みづくり

ﾈｯﾄﾜｰｸ（協議体）の参画者

●市社協
●住民自治協議会
●市民活動支援ｾﾝﾀｰ
●地域ｹｱﾈｯﾄﾜｰｸ会議、地区ｹｰｽ会議 等

●地域包括支援ｾﾝﾀｰ
●高齢福祉施設（NPO、社福、民間事業者等）
●障害福祉施設（障害児者生活支援ｾﾝﾀｰ、NPO、社

福）
●行政、議会 ●社協 等

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能及び協議体の構築に関する実践事例（１）

伊賀市社会福祉協議会 NPO法人ｸﾞﾙｰﾌﾟたすけあいｴﾌﾟﾛﾝ
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ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ組織の主な活動ｴﾘｱ 福岡県北九州市 東京都世田谷区

地域
類型

人口 約100万人 約86万人

高齢化率（65歳以上） 26.20% 19.29%
高齢化率（75歳以上） 13.20% 9.77%

地域ﾆｰ
ｽﾞの把

握

主体 北九州市 一般財団法人世田谷ﾄﾗｽﾄまちづくり

仕組み
●市内の高齢者の買い物環境について、小学校区別の環

境ﾏｯﾌﾟの作成や取組の実施状況のﾋｱﾘﾝｸﾞを実施
●地域ｶﾙﾃを作成し、買物困難度を見える化

－

地域
資源の
開発

主体 地域住民等 地域住民

仕組み

●ﾓﾃﾞﾙ校区（７か所）において、ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ形式により地域住
民主体で買い物支援計画を策定（民間のﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰが協
力）

●自治会や地区社協主導で買い物困難地域で朝市や移動
販売、送迎、宅配等のｻｰﾋﾞｽを実施

●民間事業者もﾆｰｽﾞに合わせたｻｰﾋﾞｽを展開

●地域住民の想いを出発点に、民間のまちづくりｺｰﾃﾞｨﾈｰ
ﾀｰと協力し、空き家や空き部屋等の遊休地域資源を活
用した住民活動（主にｻﾛﾝ（高齢者、子育て、介護者等）
を促進

●住民活動と運営協力者（地域NPOや区民ｻﾎﾟｰﾀｰ等）や
区補助事業とのﾏｯﾁﾝｸﾞ、運営開始後の課題へのﾌｫﾛｰ
等を行うことで、活動の継続性を支援

※別途、世田谷まちづくりﾌｧﾝﾄﾞ事業により、住民主体の活
動に対する助成も実施

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（協議
体）の
拡大

主体 まちづくり協議会、買物応援ﾈｯﾄﾜｰｸ（仮称） ﾌｧﾝﾄﾞ助成ｸﾞﾙｰﾌﾟ、地域住民

仕組み

●小学校区ごとにまちづくり協議会（自治会、地区社協、老
人ｸﾗﾌﾞ、NPO等の地域団体）を設置し、多様な補助事業
を統合した「地域総括補助金」を交付

●平成25年度以降、買物支援に取り組む主体を中心に意見
交換会を開催し、平成26年度以降は「買物応援ﾈｯﾄﾜｰｸ
（仮称）」を立ち上げ予定

●住民活動の担い手として、財団が行うﾄﾗｽﾄまちづく
り大学OB回（団塊世代中心）や地区内の学生ｲﾝﾀｰ
ﾝ、ﾌｧﾝﾄﾞ助成事業者等が協力

●ｻﾛﾝ活動に地域包括支援ｾﾝﾀｰの職員等も連携

ﾈｯﾄﾜｰｸ（協議体）の参画者

●北九州市
●まちづくり協議会（校区ごとに多様な形態）

●地区社協 ●NPO、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ ●自治会
●老人ｸﾗﾌﾞ ●商店街連合会 ●民間事業者 等

●（一財）世田谷ﾄﾗｽﾄまちづくり
●地域住民 ●NPO、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ
●世田谷まちづくりﾌｧﾝﾄﾞ
●民間企業 ●地域住民 等
●地域包括支援ｾﾝﾀｰ 等

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能及び協議体の構築に関する実践事例（２）

北九州市 一般財団法人世田谷トﾗｽﾄまちづくり
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ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ組織の主な活動ｴﾘｱ 東京都杉並区 神奈川県横浜市

地域
類型

人口 約54万人 約370万人

高齢化率（65歳以上） 20.10% 22.1%
高齢化率（75歳以上） -% 10.2%

地域ﾆｰ
ｽﾞの把

握

主体 介護者の会ﾈｯﾄﾜｰｸ NPO法人ふらっとｽﾃｰｼｮﾝ･ﾄﾞﾘｰﾑ

仕組み

●「介護者の会」（※）のﾘｰﾀﾞｰ間のﾈｯﾄﾜｰｸを通じ、首都圏
における介護者の会の整備状況のﾏｯﾋﾟﾝｸﾞや必要性、
取組の課題等を共有

※月1回程度のﾍﾟｰｽで家族介護者等が集う場
●養成された市民ｻﾎﾟｰﾀｰが介護者のﾆｰｽﾞを把握し、地

域包括支援ｾﾝﾀｰ等につなぐ

●ｻﾛﾝ事業 年齢・障がいの有無を問わず、皆が飲食を共にし、
交流する場

●定期的開講講座 地域の高齢者が抱える不安を解消する手
段として、地域住民のﾆｰｽﾞに合わせて定期的に開講してい
る。

●情報相談ｺｰﾅｰ 区役所まで足を運ばなくても必要な情報が
入手できるｺｰﾅｰ。例えば、高齢者の医療福祉に関する情報
提供や、看護師による血圧測定や健康相談などが行われる。

地域
資源の
開発

主体 介護者の会ﾈｯﾄﾜｰｸ 地域運営協議会

仕組み

●杉並区内を中心に、地域包括支援ｾﾝﾀｰとの共同により、会
の立ち上げ（区内15か所）と並行して、立ち上げを支援する
市民ｻﾎﾟｰﾀｰを養成

●養成された市民ｻﾎﾟｰﾀｰが中心となって、介護者支援のため
の中核的な拠点となる新たなNPOや市民ｸﾞﾙｰﾌﾟを立ち上げ

●新たな市民ｸﾞﾙｰﾌﾟ等の活動をきっかけに杉並区以外にも、港
区や練馬区、目黒区等にも取組が展開

●介護者の会以外に「ｹｱﾗｰｽﾞｶﾌｪ」として、敷居を低くした介護
者の居場所づくりが展開（H24..4杉並区）

●見守りﾈｯﾄｾﾝﾀｰ ・全住民を対象に配布する「安心ｶｰﾄﾞ」
や、家庭の電力量変化で部屋の緊急性を感知する高齢
者に対する見守りｼｽﾃﾑの実施に向けた検証などがあ
る

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（協議
体）の
拡大

主体 介護者の会ﾈｯﾄﾜｰｸ 地域住民

仕組み
●結成された首都圏の介護者の会のﾘｰﾀﾞｰが集まる「介

護者の会ﾈｯﾄﾜｰｸ会議」を年4回程度開催
●ふらっとｽﾃｰｼｮﾝ･ﾄﾞﾘｰﾑに通う常連同士の新たな交友関

係が発生

ﾈｯﾄﾜｰｸ（協議体）の参画者

●NPO法人介護者ｻﾎﾟｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ ｱﾗｼﾞﾝ
●介護者の会 ●介護者ｻﾎﾟｰﾀｰ
●介護者の会ﾈｯﾄﾜｰｸ会議 ●地域包括支援ｾﾝﾀｰ
●行政 等

●NPO法人ふらっとｽﾃｰｼｮﾝ･ﾄﾞﾘｰﾑ
●地域運営協議会 ●地域住民 ●大学 ●行政
●地域包括支援ｾﾝﾀｰ●地元農家、商店など 他

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能及び協議体の構築に関する実践事例（３）
NPO法人介護者ｻﾎﾟｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ ｱﾗｼﾞﾝ NPO法人ふらっとｽﾃｰｼｮﾝ･ﾄﾞﾘｰﾑ
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ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ組織の主な活動ｴﾘｱ 兵庫県神戸市

地域
類型

人口 約154万人

高齢化率（65歳以上） 22.7%

高齢化率（75歳以上） 11.0%

地域ﾆｰ
ｽﾞの把

握

主体 NPO法人ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ神戸

仕組み

●神戸市の「NPO法人認証相談窓口」事業を受託し、NPOに関する様々な情報や基礎知識、NPO法人の設立や
運営などの相談を受けている。

●NPOに関する知識提供にとどまらず、活動の実現のため、これまで築いてきたﾈｯﾄﾜｰｸを活用しながらｻﾎﾟｰﾄ
を行っている。"

地域
資源の
開発

主体 NPO法人ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ神戸

仕組み
●ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ（CB）実践講座・ﾋﾞｼﾞﾈｽ手法を用いて地域の課題解決を目指す。事業の企画から起業までを総

括的にﾌｫﾛｰする短期集中型の研修で、個別相談会も行い、各ﾌﾟﾗﾝにあった人材・基金・拠点、さらに先進事
例や行政担当部署の紹介など、経験豊富な講師陣が実践的なﾉｳﾊｳを提供する。"

ﾈｯﾄﾜｰｸ
（協議
体）の
拡大

主体 NPO法人ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ神戸

仕組み

●社会貢献塾・座学や実践を通じて、地域のしごとや活動について総括的に学ぶ研修ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・（公財）神戸いき
いき勤労財団と協働で前身の講座が2009年度からｽﾀｰﾄし、修了生の多くが地域のさまざまな仕事や活動に
参画し、居場所づくりや里山保全に取り組むｸﾞﾙｰﾌﾟも立ち上がっている。修了生と現役受講生の交流もさかん。

●つなごう神戸・地域活動や市民活動をする人たちをつなぐﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ・ｻｲﾄを通じてNPO等・企業・大学・行政の
様々な活動情報を提供し、それに参加・協力・利用したい個人や団体との橋渡しをしている。

●全県ｷｬﾝﾊﾟｽ事業・兵庫県立大学のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ『全県ｷｬﾝﾊﾟｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ』の一環で、様々な企画室案やｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ
業務を行っている。"

ﾈｯﾄﾜｰｸ（協議体）の参画者
●NPO法人ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ神戸 ●（公財）神戸いきいき勤労財団
●兵庫県立大学 ●ＮＰＯ ●企業 ●社会福祉協議会 ●行政 他

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能及び協議体の構築に関する実践事例（４）

NPO法人ｺﾐｭﾆﾃｨ･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ神戸
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●地域概況

伊賀市は三重県の北西部に位置し、滋賀県、京都府、奈良県と接し、近畿圏、
中部圏の2大都市圏の中間に位置し、それぞれ約1時間の距離である。町域は東
西約30キロ、南北約40キロ、面積は約558平方キロメートル。地形は、鈴鹿
山系、大和高原等に囲まれた盆地で、限られた平地や台地を農地や宅地として利
用するほか、近年では丘陵地等を開発、住宅団地なども形成されている。当地域
の森林は地域の景観を形成するとともに、水源かん養、水質ろ過等の公益的機能
を発揮。このため、自然環境保全に対する住民の関心が高く、多くの地域で自然
との共生をめざした活動も展開されている。

●人口 96,767人

●高齢化率

６５歳以上 27.5％

７５歳以上 14.9％

伊賀市社会福祉協議会
～主な活動エリア（三重県伊賀市）の概要～

■基本情報（平成２２年現在）
人口 高齢化率 世帯数 一人暮らし 高齢者のみ

６５～７４歳 ７５歳以上

97,207 人 26,733 人 12,281 人 14,452 人 27.5% 34,915 世帯 3,289 世帯 3,866 世帯

＊1人暮らしと高齢者のみ世帯は全世帯数の20.5％

■第一号被保険者の要介護認定の状況（平成２３年１０月現在）
要支援１  要支援２  要介護１  要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５  計

認定者数 796 887 1,135 1,110 790 761 653 6,132

割合 13.0% 14.5% 18.5% 18.1% 12.9% 12.4% 10.6%

６５歳以上
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● 住民主体の取組が醸成されやすい地域環境の存在

● 市と社会福祉協議会が一体的に地域福祉計画を策定・推進

● 町村合併の際、合併後の地域のあり方を地域住民が考える「あいしあおう委員
会」が始動

● 合併後、自治基本条例において、住民主体の地域課題解決の場として、

各地域に「住民自治協議会」設置し、「地域まちづくり計画」を策定

～取組の概要 ～

取組の経緯

（背景・地域の課題）

（取組のポイント）

● 市社協のコーディネート

● 市社協の社会福祉士によるニーズ把握と資源開発の仕組みづくり

● 住民主体のＮＰＯを立ち上げ、住民主体による地域資源の開発と展開の拡大

（コーディネーター）

● 伊賀市社会福祉協議会
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取組の内容

● 市社協が「コーディネート機能」を活かして住民主体の地域づくりを推進
→人財の養成と、その後仕組みを作って回していくことが大切

＜具体的な取り組み＞

① 社協の社会福祉士によるニーズ把握

・市全域を10地区に分け、地区ごとに積極的に地域に働きかける社会福祉士を
配置

・安心生活創造事業を活用した、社会福祉士による地域への「働きかけ」による
地域ニーズ把握の取組 （地域課題を知るには、自分たちが地域に入っていか
ないといけないというアウトリーチの考え方から）

・発掘した地域課題を、上層の地区会議、地域ケアネットワーク会議につなげ、
市の施策にも反映

⇒ 地域ニーズを踏まえた資源開発が行われる仕組みづくり

取組に係る財源

Ｈ25年度予算1,838万円（住民自治協議会推進経費）

Ｈ25年度予算500万円（地域活動支援補助金）

Ｈ25年度予算966万円（地域福祉体制づくり費用）
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② 市と社会福祉協議会で推進した「福祉でまちづくり部会」の活動

→ 地域支え合い体制作り事業（助成事業：H23～24年 ）

・市民・住民自治協議会・NPO法人・市の協働により、見守り活動チーム等の人材育成・活動拠点
の整備などを支援。また取組事例情報交換会を実施。

◆ 住民主体の活動の立ち上げサポート（市内２地域で住民主体のNPO団体の立ち上げ）

①「地域在宅生活支援ネットゆいの里」 （ＮＰＯ法人）の立ち上げ

・地域ニーズを踏まえて、買物バスや福祉有償運送を実施。市内３地区の高齢者や障がい者を対象
に、近隣の店舗まで無料で送迎。

②「ささゆり（ＮＰＯ法人）諏訪地域支え合いセンター」の立ち上げ

・サロンの常設化と改修、地元スタッフによる福祉車両での外出支援、生活支援等の事業を展開

→ 白樫自治会による「白樫：福祉・防災ボランティアセンター“どんぐり”」の立ち上
げ 等

形成されたネットワーク（協議体）

● 伊賀市社会福祉協議会

● 住民自治協議会（自治会・区、公募参加住民、ＮＰＯ法人、団体、事業者）

● 市民活動支援センター

● 地域ケアネットワーク会議やケース会議参加者

（住民自治協議会、市民活動支援センター、

民生委員児童委員、区長、社協の社会福祉士）

＜NPO法人ゆいの里の例＞
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取組の効果

市社協としての今後の展望

●従来の社会福祉協議会が中心に展開してきた小地域ネットワーク活動から、住民自
治組織を基盤とした新たな地域ケアシステムへ移行

● 小地域単位で開催されているふれあい・いきいきサロンが充実

● 地域特性に応じた福祉有償運送の取組推進

● 住民自治協議会の独自活動事例が拡大

● 地域福祉をすすめるコーディネーター役として、事業者の連携支援

● 多様なサービス供給主体が自主的・自発的に連携できるよう、プラットフォーム
づくりを推進

● 地域活動参加メンバーの定期的な研修機会を充実させ、ネットワークが小地域で
有機的に機能するよう支援

● 住民自治協議会の福祉部会、ふれあい・いきいきサロン等の活動支援

● 活動助成団体や資金確保にかかわる情報提供

● ボランティア活動の活発化のため、教室開催、登録促進、需給コーディネート

● 地域包括支援センターと地域福祉との連携強化（来年度から相談の仕組みが大き
く変わり、地域包括支援センターの直営が3箇所となり強化される）
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福岡県北九州市
～主な活動エリア（福岡県北九州市）の概要～

●地域概況
・昭和38年2月に門司、小倉、若松、八幡、戸畑の5市対等合併

により発足。地域の個性は今も受け継がれている

・政令指定都市で最も高い高齢化率 ２６．２％（Ｈ２５年３月）

・人口が減少傾向（高齢化に拍車）

・単身、高齢者夫婦のみ世帯の増加、
斜面地に居住する高齢者など、
コミュニティの課題に直面
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～取組の概要～

取組の経緯

（企画運営）
● 北九州市

（背景・地域の課題）
・高齢社会への対応はまちづくりの重要課題
・高齢化率が地区により異なる。（中には４０％を超える地区あり）
・重点施策として、身近な小学校区を単位とした「地域づくり」を推進

→ 自治会、校区社会福祉協議会、民生委員などの横断的な組織化
（全小学校区に「まちづくり協議会」と地域活動拠点「市民センター」を設置）

・ 一部地域において、地域住民が朝市などの活動を自ら立ち上げ、活動を展開
→ 買い物支援とあわせて、高齢者の見守り・地域交流につなげる

（取組のポイント）
● 市内全域を対象に、高齢者の徒歩での買い物環境をイメージ化した｢買い物環

境マップ｣の作成やヒアリング等を通じて、地域ごとの買い物困難度を見える化
● 上記の状況を地域住民や関係事業者と共有し、住民主体で対策のための計画を

まとめる仕組みをつくることで、地域協働による買い物支援の推進を図る
● 各地区の独自性ある取組を共有できるネットワーク会議を設置
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～買い物支援モデル事業の概要～

北九州市
【企画・推進】

・保健福祉局(総合調整)
・市民文化スポーツ局

(地域振興)
・産業経済局(商業振興)
・建築都市局(都市交通)
・各区役所

まちづくりコーディネーター
・ワークショップ、校区別計画作成
・取組実践に向けたコーディネート

モデル地区（７か所）
・ワークショップの実施、

校区別計画の推進体制
・自治会、社会福祉協議会、

老人クラブ、民生委員等
→ 地域活動団体が参画

民間事業者等
・検討への

参加、支援
・移動販売事

業者、商店
街関係者等

買い物応援ネットワーク会議
買い物支援に携わる民間事業者、地域住民代表、福祉事業者、行政などが参加

委託
派遣

49



北九州市の特徴ある取組（１）
買い物環境マップ

高齢者の
買い物困難度
（徒歩）

高 低

① 高齢者の人口分布と徒歩移動圏
域を赤で表示

② 生鮮食品取扱店舗とその周囲を
濃い緑で①の上に重ねて表示
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北九州市の特徴ある取組（２）
ワークショップ方式による計画づくり

● 概ね小学校区を単位として、各区に
モデル地区（各区１か所、全７か所）
を選定、まちづくりコーディネーター
と市の担当者をペアで派遣

● 住民参加によるワークショップや高
齢者へのアンケート調査を実施

● 地域の意向やコミュニティの現状を
踏まえながら、買い物支援に係る地域
活動計画を作成
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北九州市の特徴ある取組（３）
買い物応援ネットワーク会議の立ち上げ

● 買い物支援に取り組む事業者と地
域をつなぐ新たな会議を設置

● ２５年度に準備会合を含む２回の
会議を開催。いずれの会議も民間事
業者、地域住民、福祉関係者、行政
など１００名以上が参加

● 事例発表、意見交換、活動事例集
の配布、展示・交流を実施
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取組の内容

（地域資源の開発）
● モデル地区（７か所）において、民間のまちづくりコーディネーターの支援

のもと、地域住民が主体となって買い物支援の地域活動計画を作成

● 自治会や地区社会福祉協議会等の横断的な体制のもと、移動販売や高齢者の
送迎など、買い物支援の取組を検討

● 民間事業者が地域の計画作成に参加・協力、新たなサービス展開を検討

（ネットワークの拡大）
● 従来はつながることの少ない「地域活動団体」と「商業関係者」が、買い物

支援の検討を進める中で相互に交流、新しい協働のネットワークを形成

● 買い物支援の活動を通して住民同士の結び付きを強化。また高齢者の見守り
や外出の機会を創出

● コンビニエンスストアやスーパーマーケットなどが社会貢献として買い物支
援のネットワークに参加

形成されたネットワーク

・自治会、校区社会福祉協議会、民生委員・児童委員、老人クラブ、婦人会等
・商店街連合会、コンビニエンスストア、ドラッグストア、その他民間事業者
・まちづくりコーディネーター ・福祉事業者 ・福祉関係団体 ・行政等
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取組の効果

今後の展望

● 多様な主体の参画による「地域協働」の買い物支援の仕組みの開発
・ 地産地消による朝市の展開
・ 地域活動団体と商店街、特養ホームの協力による高齢者の買い物と送迎
・ 地域のコミュニティスペースの活用
・ 地域住民と商業関係者の共同企画による移動販売

● 買い物支援の活動を通して住民同士の結び付きが強化。高齢者の見守りや
外出の機会を創出。貴重なコミュニケーションの場となっている

● コミュニティに精通し、更に買い物支援の実績あるコーディネーターが、
地域のつなぎ役・計画のまとめ役としてモデル地区の検討に大きく貢献。
生活支援の推進におけるコーディネーターの役割が明確化

● モデル地区へコーディネーターを継続派遣、
計画に基づく買い物支援活動の立ち上げを支援

● 買い物応援ネットワーク会議をはじめ、事業
者と地域をつなぐ体制の更なる強化

北九州市 買い物応援ネットワーク
シンボルマーク（２６年度より配布開始）

北九州市 買い物応援ネットワーク
シンボルマーク（２６年度より配布開始） 54



地域包括ケアシステム構築に関する事例①

「事例を通じて、我がまちの地域包括ケアを考えよう
「地域包括ケアシステム」事例集成
～できること探しの素材集～」

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo
/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf

【厚生労働省のHP＞政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 介護・高齢者福祉
> 地域包括ケアシステム＞１．地域包括ケアシステムの実現に向けて】
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【委員】（敬称略）

（委員長）高橋 紘士 （国際医療福祉大学大学院 教授）
諏訪 徹 （日本大学文理学部 教授）
田中 雅子 （日本介護福祉士会 名誉会長）
立木 孝幸 （岐阜県居宅介護支援事業協議会）
中澤 伸 （社会福祉法人 いきいき福祉会）
八田 冷子 （鹿児島県保健福祉部 地域包括ケア担当参事）

【事務局】 株式会社 日本総合研究所 （平成２５年度 老人保健健康増進等事業 ）

【開催スケジュール】

第１回：平成２５年 ９月３０日（委員による事例選定結果について 等）
第２回：平成２５年１２月２７日（事例選定結果について、ヒアリング調査の結果について 等）
第３回：平成２６年 １月２１日（事例集（案）について 等）
第４回：平成２６年 ３月 ３日（事例集（案）について 等）
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北海道
喜茂別町
島牧村
ニセコ村
積丹町

岩手県
宮古市

岩手県
釜石市
大槌町

（釜石保健
医療圏）

宮城県
仙台市

秋田県
秋田市

秋田県
湯沢市

福島県
白河市

茨城県
常総市

茨城県

牛久市※
茨城県
利根町

群馬県
前橋市

群馬県
富岡市

千葉県
柏市

東京都

新宿区※

東京都
豊島区

東京都

立川市※

東京都
武蔵野市

東京都
多摩市

新潟県
長岡市

富山県
高岡市

石川県
津幡町

山梨県
北杜市

山梨県
道志村

岐阜県
東白川村

静岡県
静岡市

静岡県
富士宮市

静岡県
掛川市

愛知県

豊橋市※

愛知県
高浜市

三重県
いなべ市

大阪府

大阪市※
和歌山県
すさみ町

鳥取件
米子市

岡山県
岡山市

高知県
梼原町

長崎県
佐々町

熊本県
玉東町

熊本県

山都町※

鹿児島県
大和村

鹿児島県
龍郷町

北海道
当別町

山形県
鶴岡市

福島県
楢葉町

千葉県
浦安市

神奈川県
浦安市

富山県
南砺市

愛知県

名古屋市※

滋賀県
東近江市

福岡県
大牟田市

鹿児島県
肝付町

特に注目すべき１０事例 （ヒアリング調査を実施）

注目すべき事例４０事例（自治体に執筆依頼）

○ 事例集に掲載する５０事例については、国が都道府県を通じて収集した事例（約４００事例）等の中
から検討ワーキング委員によって評価・選定。

※ 生協、農協、社協、市民協が主体となっている事例 57
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○ 国が都道府県を通じて収集した約４００事例を厚生労働省ホームページに掲載。
http://www.kaigokensaku.jp/chiiki-houkatsu/
【厚生労働省のHP＞> 政策について > 分野別の政策一覧 > 福祉・介護 > 介護・高齢者福祉> 地域包括ケアシステム

> １．地域包括ケアシステムの実現に向けて>日本地図から全国の事例を検索】
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